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この資料における用語の定義 

○総合事業 

  川崎市において平成 28 年 4 月から実施する介護予防・日常生活支援総合事業（法

第 115 条の 45 第 1 項）のことをいう。 

○事業対象者 

  総合事業実施に伴い新設される基本チェックリストを用いた簡易な手続きによ

り判定される要支援者に相当する状態等の者をいう。 

  「事業対象者」が利用できるサービスは総合事業サービスのみとなります。 

○総合事業サービス 

 要支援者・事業対象者が対象となる介護保険制度上の市町村が行う地域支援事業。 

川崎市において平成 28 年 4 月から開始する訪問型サービス（法第 115 条の 45 第

1 項第 1 号イ）と通所型サービス（法同号ロ）の総称をいう。 

 平成 28 年度から実施する川崎市の総合事業サービスは現行の保険給付と同様、

すべて川崎市が指定した事業者によるサービス提供となります。また審査・支払も

原則現行同様、国保連合会を活用するものになります。 

事業 内容 

訪問型サービス（第 1 号訪問事業） 要支援者・事業対象者に対し、掃除、洗濯な

どの日常生活上の支援を提供 

通所型サービス（第 1 号通所事業） 要支援者・事業対象者に対し、機能訓練や集

いの場など日常生活上の支援を提供 

○予防給付 

  要支援者が対象となる介護保険の保険給付。 

総合事業実施に伴い、要支援者で「認定有効開始年月日」が平成 28 年 4 月 1 日以

降の日付の方については、予防給付の「介護予防訪問介護」と「介護予防通所介護」

の代わりに総合事業サービスによる「訪問型サービス」または「通所型サービス」

の提供が行われます。 

○介護給付 

  要介護者が対象となる介護保険の保険給付。 

○介護予防ケアマネジメント 

  要支援者・事業対象者が総合事業サービスのみを利用する場合、現行の介護予防

支援と同様に地域包括支援センター等がケアプランの作成やサービス事業所との

連絡・調整などを行うことをいう。（第 1号介護予防支援事業、法第 115 条の 45 第

1 項第 1 号ニ） 

現行の介護予防支援と同様、利用者に対して、状況に応じて、その選択に基づき、

適切な事業が効率的に提供されるよう、専門的視点から必要な援助を行うもの。 
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平成２８年４月～川崎市総合事業開始後のサービス概要 
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１. 介護予防・日常生活支援総合事業開始に伴う

現行との主な変更点 
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平成２８年４月～総合事業開始に伴う主な変更点 

１．「認定有効期間の開始年月日が 28 年 4 月以降の要支援者」が利用する現行の予防

訪問・予防通所介護に代わり、『訪問型サービス・通所型サービス（総合事業サ

ービス）』の提供になります。 

  ⇒ 要介護（要支援）認定申請に係る手続きは従来どおり変更はありません。 

  ⇒ 要支援者も総合事業サービス利用ができます。（『事業対象者』手続きは不要） 

２．総合事業サービスのみを迅速に利用できる「新たな利用手続き」による 

対象者区分『事業対象者』が新設されます。 

⇒「新たな利用手続き」による対象者区分『事業対象者』が新設されます。 

⇒ 事業対象者用の「介護予防ケアマネジメント依頼届出書」が新設されます。 

３．28 年 4 月提供分以降、現行の介護予防支援費（介護予防サービス計画作成費）

に相当する『介護予防ケアマネジメント費』が新設されます。 

⇒ 『介護予防ケアマネジメント費』は市町村に請求します（審査支払は国保連）。 

⇒ 合計単位数等は「介護予防支援費」と同じです。 

   ⇒ 提供月において要支援者が総合事業サービスと併せて予防給付を利用する場

合は、従来どおり「介護予防支援費」の請求になります。 

  ⇒ 総合事業サービスは自己作成によるサービス提供はできません。 

４．「認定有効期間の開始年月日が 28 年 4 月以降の要支援者」が「訪問型サービス・

通所型サービス（総合事業サービス）」を利用した場合は、総合事業用の請求様

式で『川崎市総合事業のサービスコード』により国保連合会へ請求します。 

  ⇒ 「認定有効開始年月日が 28 年 3 月以前の要支援者」については、従来どおり、

現行の予防訪問介護・予防通所介護のサービスコードを利用します。 

  ⇒ 国保連合会への請求方法・処理日程は従来どおり変更ありません。 

  ⇒ 29 年 4 月提供分以降は、現行の予防訪問介護・予防通所介護のサービスコー

ドの利用は原則不可となります。 
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空白のページ 
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現
行
と
の

主
な
変
更

点
（

サ
ー
ビ
ス

利
用
の
流

れ
）

各区高齢・障害課 地域包括支援センター 各区高齢・障害課 地域包括支援センター

認定給付係 （委託先居宅介護支援事業所） 認定給付係 （委託先居宅介護支援事業所）

認定申請 認定申請

（結果：非該当者の場合） （結果：非該当者の場合）

※負担割合証は該当年度のものが既に発行済みの場合は ※負担割合証は該当年度のものが既に発行済みの場合は
新たに発行する必要はない。 新たに発行する必要はない。

（結果：認定者の場合） （結果：認定者の場合）

予防給付の利用開始 予防給付・総合事業サービスの利用開始

時
系
列

利用者

総合事業開始後の『新規申請による要支援者』のサービス利用までの基本的な流れ　

平成28年3月末まで 平成28年4月以降 ※白抜き箇所が変更点

平
成
２
８
年
4
月
1
日
以
降

利用者

認定申請

一次判定

二次判定

認定申請

認定結果通知

被保険者証

区分：「要支援」

認定結果通知
結果：非該当

案内文：

二次予防事業利用案内

居宅（介護予防）サービス計画作

成依頼届出書（１７号様式）

ケアプラン作成・

ケアマネジメントの実施

被保険者証
区分：「要支援」

包括名称印字あり

被保険者証
区分：「要支援者」

包括名称印字あり

居宅（介護予防）サービス計画作成依

頼届出書（１７号様式）

居宅（介護予防）サービス計画作成依

頼届出書（１７号様式）

認定結果通知
結果：「要支援」

被保険者証

区分：「要支援」

認定申請

一次判定

二次判定

認定申請

認定結果通知

被保険者証

区分：「要支援」

認定結果通知
結果：非該当

ケアプラン作成・

ケアマネジメントの実施

認定結果通知
結果：「要支援」

被保険者証

区分：「要支援」

案内文：

総合事業利用手続き案内

⇒「「事業対象者」利用手続き」へ

依頼届出書入力

被保険者証
区分：「要支援」

包括名称印字あり

被保険者証
区分：「要支援者」

包括名称印字あり

依頼届出書入力

変

更
負担割合証

負担割合証

負担割合証

負担割合証

居宅（介護予防）サービス計画作成依

頼届出書（１７号様式）

居宅（介護予防）サービス計画作成依

頼届出書（１７号様式）

居宅（介護予防）サービス計画作

成依頼届出書（１７号様式）
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現行との主な変更点（サービス利用の流れ）
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現
行
と
の

主
な
変
更

点
（

サ
ー
ビ
ス

利
用
の
流

れ
）

各区高齢・障害課 地域包括支援センター 各区高齢・障害課 地域包括支援センター

認定給付係 （委託先居宅介護支援事業所） 認定給付係 （委託先居宅介護支援事業所）

（結果：非該当者の場合） （結果：非該当者の場合）

※負担割合証は該当年度のものが既に発行済みの場合は ※負担割合証は該当年度のものが既に発行済みの場合は
新たに発行する必要はない。 新たに発行する必要はない。

（結果：認定者の場合） （結果：認定者の場合）

予防給付の利用開始 予防給付・総合事業サービスの利用開始

総合事業開始後の『更新申請による要支援者』のサービス利用までの基本的な流れ　

平成28年3月末まで 平成28年4月以降 ※白抜き箇所が変更点
利用者 利用者

時
系
列

平
成
２
８
年
4
月
1
日
以
降

更新申請

一次判定

二次判定

更新申請

認定結果通知

被保険者証

区分：「要支援」

認定結果通知
結果：非該当

案内文：

二次予防事業利用案内

居宅（介護予防）サービス計画作

成依頼届出書（１７号様式）

ケアプラン作成・

ケアマネジメントの実施

被保険者証
区分：「要支援」

包括名称印字あり

被保険者証
区分：「要支援者」

包括名称印字あり

居宅（介護予防）サービス計画作成依

頼届出書（１７号様式）

居宅（介護予防）サービス計画作成依

頼届出書（１７号様式）

認定結果通知
結果：「要支援」

被保険者証

区分：「要支援」

更新申請

一次判定

二次判定

更新申請

認定結果通知

被保険者証

区分：「要支援」

認定結果通知
結果：非該当

ケアプラン作成・
ケアマネジメントの実施

認定結果通知
結果：「要支援」

被保険者証

区分：「要支援」

依頼届出書入力

被保険者証
区分：「要支援」
包括名称印字あり

被保険者証
区分：「要支援者」

包括名称印字あり

依頼届出書入力

変

更
負担割合証

負担割合証

負担割合証

負担割合証

居宅（介護予防）サービス計画作成依

頼届出書（１７号様式）

居宅（介護予防）サービス計画作成依

頼届出書（１７号様式）

居宅（介護予防）サービス計画作
成依頼届出書（１７号様式）

認定更新のお知らせ認定更新のお知らせ 認定更新のお知らせ 認定更新のお知らせ

案内文：

総合事業利用手続き案内

⇒「「事業対象者」利用手続き」へ
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現行との主な変更点（サービス利用の流れ）
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現行との主な変更点（サービス利用の流れ）

（更新申請により結果が『要支援』と認定された 

認定有効期間開始日が平成 28年 4 月以降の要支援者） 

対象：要支援⇒要支援   

例：平成 28 年 5 月末で有効期間が終了し認定更新により 6月から引き続き要支援 

○要支援者も総合事業サービスを利用できるため、「事業対象者」の手続きは不要。 

○更新申請等により認定有効期間開始日が平成 28 年 4 月以降の日付となった「要支

援者」から従来の「介護予防訪問介護」または「介護予防通所介護」に代わり、総

合事業による「訪問型サービス」または「通所型サービス」の利用（請求）となり

ます。 

○予防給付の「訪問介護」または「通所介護」の利用（請求）については、平成 28

年度中の要支援認定有効期間終了日までは「予防給付」を利用（請求）。 

○この場合、従前どおり居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出書はケアプラン

作成者に変更がない限り提出の必要はありません。 

※直近では 28 年 3 月末日で認定有効期間が終了し、更新申請等により 28 年 4 月 1 日

の要支援認定有効期間を有している利用者から予防給付の「介護予防訪問介護」ま

たは「介護予防通所介護」に代わる本市総合事業の「訪問型サービス」または「通

所型サービス」の利用（請求）となります（請求コードが変わります）。 

※「認定有効開始年月日が 28 年 3 月以前の要支援者」の認定有効期間は最大で 1 年

間であるため、有効期間が 29 年 3 月末の方の更新により 29 年 4 月提供分以降すべ

ての要支援者の予防給付の「介護予防訪問介護」または「介護予防通所介護」が本

市総合事業の「訪問型サービス」または「通所型サービス」の利用（請求）となり

ます。 

□届出書（第１７号様式）※ ○更新申請 ●認定結果（要支援）

※既に居宅届出

提出されているものと仮定

要支援 5月末で認定有効期間が終了→更新 要支援

■交付（要支援・包括名称有）

予防給付（認定有効開始年月日が28年3月以前の利用者）のみ 予防給付または総合事業サービス 更新後から

総合事業サービスコード

６月

認定有効
期間

利用
手続き

４月 5月

被保証

利用可能
サービス

従来

どおり
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現行との主な変更点（サービス利用の流れ）

（前ページから続く） 

対象：要介護⇒要支援 

例：平成 28 年 5 月末で有効期間が終了し認定更新により 6月から要支援 

○要支援者も総合事業サービスを利用できるため、「事業対象者」の手続きは不要。 

○総合事業サービスは自己作成によるサービス提供はできません。 

これまで同様、必ずサービス提供前に管轄の区役所・地区健康福祉ステーショ

ンに居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出書を提出してください。（未提

出の場合、サービス利用料について全額（１０割）利用者の自己負担となる場合

があります。） 

※総合事業サービスを利用せず、予防給付のみ利用の場合は、従来どおり「自己作成」

による予防給付の提供（請求）は可能です。 

□届出書（第１７号様式）※ ○更新申請 　　　　　　　　　　　　　　　●認定結果（要支援） □届出書（第１７号様式）

※既に居宅届出

提出されているものと仮定

要介護 5月末で認定有効期間が終了→更新 要支援

■交付（要支援・居宅名称有） ■交付（要支援・包括名称有）

介護給付 　　　　　予防給付または総合事業サービス

４月 5月 ６月

利用
手続き

認定有効
期間

被保証

利用可能
サービス

提供前の提出漏れに

ご注意ください。

従来

どおり
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現行との主な変更点（「事業対象者」手続き）
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現行との主な変更点（「事業対象者」手続き）
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現行との主な変更点（「事業対象者」手続き）

「新たな利用手続き」による対象者区分「事業対象者」について 

（「事業対象者」となる手続きについて） 

次の３点をセットで提出することで「事業対象者」の被保険者証や負担割合証（未発

行の方の場合）が発行され、総合事業サービスのみの利用が可能となります。 

手続きに必要なもの 

○基本チェックリスト判定による該当結果（地域包括支援センターで実施） 

○介護予防ケアマネジメント依頼届出書（平成 28 年度から新設） 

○介護保険被保険者証 

※本市では要介護（要支援）認定結果が「非該当」の方への結果通知に併せて、これまでの二次予防

事業のご案内に代わり、事業対象者手続きのご案内文を同封します。 

※「基本チェックリスト判定による該当結果」のみでは「事業対象者」と認定されません。同時に介

護予防ケアマネジメント依頼届出書の提出があって「事業対象者」と認定されます。 

※「事業対象者」の手続きは原則、基本チェックリスト実施日から１か月以内に行ってください。 

※更新申請せずに認定有効期間終了日翌日１日以降、引き続き総合事業のサービスのみを利用するた

め「事業対象者」手続きを行う場合は、認定有効期間満了日の１か月前から満了日までの間に基本

チェックリストを実施のうえ、認定有効期間終了日までに手続きを行ってください。 

※本市において、認定申請と「事業対象者」手続きを同時に行う、または認定申請中の方が「事業対

象者」の手続きを行うことはできません。 

（「事業対象者」が利用できるサービスについて） 

○総合事業サービス（現行の予防訪問・予防通所介護に代わるサービス）のみが利用

できます。 

○総合事業サービス以外の予防給付や介護給付の利用はできませんので、予防給付や

介護給付が必要な場合は、従来どおり認定申請による要介護・要支援認定が必要と

なります。 

○２号被保険者は「事業対象者」となることができませんので、従来どおり認定申請

による要介護・要支援認定が必要となります。 

※本市においては新規の介護サービス利用希望者の相談があった場合、基本チェックリスト

のみによる「明らかに認定申請が不要」な状態の判断が困難なため、本人が総合事業サー

ビスのみを希望する場合を除き、従来どおり認定申請の案内を行います。 
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現行との主な変更点（「事業対象者」手続き）

（「事業対象者」の１か月あたりの支給限度額） 

※本市において「事業対象者」の１か月あたりの支給限度額は例外なく 5,003 単位と

なります。 

（「事業対象者」の有効期間） 

「事業対象者」は有効期間の終期が無いため更新手続きなどは不要です。要介護ま

たは要支援認定者になるまで「事業対象者」として総合事業サービスのみ利用するこ

とができます。 

※「事業対象者」が認定申請により要介護者または要支援者となった後、再度「事

業対象者」になる場合は、改めて「基本チェックリストによる判定結果（該当）」

と「介護予防ケアマネジメント依頼届出書」等の提出が必要となります。 

（自立・回復等により「事業対象者」でなくなった場合） 

 「介護予防ケアマネジメント依頼終了届」（平成 28 年度から新設）の提出を行って

ください。 

（「事業対象者」が認定申請を行う場合） 

 認定申請前または認定申請と併せて「介護予防ケアマネジメント依頼終了届」（平

成 28 年度から新設）の提出を行ってください。 

認定状態区分 利用可能サービス １か月あたりの支給限度額

要介護認定者 介護給付 要介護度による（従来どおり）

要支援認定者
○予防給付のみ
○予防給付＋総合事業サービス
○総合事業サービスのみ

要支援２：10,473単位（約１２万円）※従来どおり
要支援１：　5,003単位（約６万円）※従来どおり

事業対象者 総合事業サービスのみ 5,003単位（約６万円）
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現行との主な変更点（「事業対象者」手続き）

「事業対象者」の被保険者証（例） 

※被保険者証に印字する内容は国によって定められています。 

「要介護状態区分等」：事業対象者 

「認定年月日」：基本チェックリスト実施日 

「認定の有効期間」：空欄 

「居宅サービス等」：空欄 

「区分支給限度基準額」：空欄 

「地域包括支援センターの名称」： 

介護予防ケアマネジメント依頼届出書に記載された地域包括支援センター名称 

「届出年月日」： 

介護予防ケアマネジメント依頼届出書に記載された届出年月日※ 

※この届出年月日が「事業対象者」としての有効開始日となります。 
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現行との主な変更点（「事業対象者」手続き）

「事業対象者」手続きと総合事業サービスの提供時期 

◎認定結果が非該当となり、「事業対象者」の手続きを行った場合 

○本人の希望等により認定申請を行わず「事業対象者」の手続きを行った場合 

○認定申請 ●認定結果（非該当） ●基本チェックリスト判定結果（該当）

◇事業対象者手続き案内文

□届出書（事業対象者用）

■交付（非該当） ■交付（包括名称有）

総合事業サービスのみ

（届出書届出日以降）

利用可能
サービス

被保証

４月 5月 ６月

利用
手続き

●基本チェックリスト判定結果（該当）

□届出書（事業対象者用）

■交付（包括名称有）

総合事業サービスのみ

（届出書届出日以降）

４月 5月 ６月

利用
手続き

利用可能
サービス

被保証
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現行との主な変更点（「事業対象者」手続き）

（参考 事業対象者となりうる被保険者の目安） 

本市における事業対象者となりうる被保険者の想定目安（H27.12 月現在の推計） 

◎認定結果が非該当の方 

（参考１） 

○要支援認定をお持ちの方でこれまで予防給付の利用が無い方 

（参考２） 

○要支援１の方で、これまで予防訪問・通所介護のみを利用しておりケアマネジメン

トの結果、今後も他の予防給付の利用が見込まれない方 

※要支援者も総合事業サービスを利用することができますので、必ずしも「要支

援者」を「事業対象者」に変更する必要はありません。 

※要支援２の方については「事業対象者」となることで、支給限度額が要支援１

相当額になってしまうため、本人の理解と慎重な判断が必要となります。 

①想定されうる
最大人数

※参考：H26年
度実績

②１区あたり/
月

（①/7区/12ヶ
月）

③1包括あたり
/月

（①/49箇所
/12ヶ月）

認定結果が
非該当

認定結果が非該当だった方も、
○基本チェックリストによる判定（該当）
○介護予防ケアマネジメント依頼届出書
○介護保険被保険者証
の提出により、総合事業サービスのみ利用可能

537人 約6人 約1人

事業対象者となりうる方

①想定人数
※参考：H26年度
要支援１・２認定
者実績

②予防給付
未利用割合
※地ケア室調べ

③想定されうる
最大人数

④１区あたり/月
（③/7区/12ヶ

月）

⑤1包括あたり/
月

（③/49箇所
/12ヶ月）

要支援認定者であるが、
予防給付の利用が無い方

「認定有効期間の開始年月日が28年4月以降」に要支援認定
が終了する方で、これまで予防給付の利用が無く、今後も当面
利用が見込まれない方

12,907人 14% 1,807人 約22人 約3人

事業対象者となりうる方

①想定人数
※参考：H26年度
要支援１認定者

実績

②予防訪問介護
または

予防通所介護
のみ利用割合
※地ケア室調べ

③想定されうる
最大人数

④１区あたり/月
（③/7区/12ヶ

月）

⑤1包括あたり/
月

（③/49箇所
/12ヶ月）

要支援１の方
「認定有効期間の開始年月日が28年4月以降」に要支援認定が終了する方
で、これまで予防訪問介護・予防通所介護のみを利用しており、今後も他の
予防給付の利用が見込まれない方

7,016人 69% 4,841人 約58人 約8人

事業対象者となりうる方
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現行との主な変更点（「事業対象者」手続き）

「事業対象者」の転出について 

「事業対象者」が他の市町村に転出するときは、要介護（要支援）認定と異なり「事

業対象者」としての認定は引き継がれません。（受給資格証明書の発行もありません。） 

本人が「事業対象者」の手続きを希望する場合は、改めて転入先の市町村が定めた

ルールによる手続きが必要となります（川崎市と同様ではありません）。 

また、平成 29 年 3 月末までは総合事業実施を猶予している市町村があるため、転

出先の市町村によっては、「事業対象者」の設定が無い場合があります。 

（市町村によって手続きやサービス内容が異なる理由） 

総合事業実施に伴い新設される「事業対象者」や「総合事業サービス」は、介護

保険制度では地域の実情に応じて市町村が実施する「地域支援事業」に位置づけら

れるものとなります。 

そのため「事業対象者」となるための条件や手続き方法、「総合事業サービス」

の内容は各市町村によって異なります。 

（「事業対象者」が川崎市から転出する場合） 

転出先 転出先市町村での手続き 手続き後利用できるサービス

総合事業実施済みの市町村

転出先の市町村※で
○基本チェックリスト
○介護予防ケアマネジメントの実施
※「事業対象者」となる手続き方法は
市町村によって異なる。

転出先の総合事業サービス※
※総合事業サービスの内容は市町村
によって異なる。

総合事業未実施市町村
転出先の市町村※で
要介護（要支援）認定申請　等

要介護（要支援）認定に伴う介護給付
の利用
または、
転出先の市町村の二次予防事業等※
※二次予防事業の内容は市町村によっ
て異なる。
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現行との主な変更点（「事業対象者」手続き）

「事業対象者」の転入について 

「事業対象者」が他の市町村に転出するときは、要介護（要支援）認定と異なり「事

業対象者」としての認定は引き継がれません。 

本市においては、基本チェックリストのみでは「明らかに認定申請が不要」な状態

の適切な判断が困難ため、他市町村からの転入者であっても本人が総合事業サービス

のみを希望する場合を除き、従来どおり認定申請の案内を行います。 

 ただし、転入元の市町村で「事業対象者」であった等の申し出があり、本市の総合

事業サービス利用のみを希望する場合は、川崎市の地域包括支援センターで基本チェ

ックリスト実施を行い該当となる方は「事業対象者」の手続きを行います。 

 この場合、転入元の市町村に「事業対象者」であったか否かの確認を行う必要はあ

りません。 

-P20-



現行との主な変更点（「事業対象者」手続き）

参考 川崎市近隣市町村の総合事業実施時期（27年 10月現在） 

※実施時期が変更されている場合がありますのでご注意ください。 

（東京都） （神奈川県）

東京都 千代田区 平成27年4月 神奈川県 横浜市 平成28年1月
東京都 中央区 時期未定 神奈川県 川崎市 平成28年4月
東京都 港区 平成28年4月 神奈川県 相模原市 平成28年4月
東京都 新宿区 平成28年4月 神奈川県 横須賀市 平成28年1月
東京都 文京区 平成28年10月 神奈川県 平塚市 時期未定
東京都 台東区 時期未定 神奈川県 鎌倉市 平成29年4月
東京都 墨田区 平成28年4月 神奈川県 藤沢市 平成28年10月
東京都 江東区 平成28年4月 神奈川県 小田原市 平成28年1月
東京都 品川区 平成27年4月 神奈川県 茅ヶ崎市 平成29年4月
東京都 目黒区 平成28年4月 神奈川県 逗子市 平成29年4月
東京都 大田区 平成28年4月 神奈川県 三浦市 平成29年4月
東京都 世田谷区 平成28年4月 神奈川県 秦野市 平成28年1月
東京都 渋谷区 平成28年4月 神奈川県 厚木市 平成27年4月
東京都 中野区 平成28年4月 神奈川県 大和市 平成29年4月
東京都 杉並区 平成28年4月 神奈川県 伊勢原市 平成29年3月
東京都 豊島区 平成28年4月 神奈川県 海老名市 平成29年4月
東京都 北区 平成28年3月 神奈川県 座間市 時期未定
東京都 荒川区 平成27年4月 神奈川県 南足柄市 平成28年度中時期未定

東京都 板橋区 平成28年4月 神奈川県 綾瀬市 平成27年4月
東京都 練馬区 平成27年4月 神奈川県 葉山町 時期未定
東京都 足立区 平成28年10月 神奈川県 寒川町 平成29年3月
東京都 葛飾区　 平成28年4月 神奈川県 大磯町 平成29年4月
東京都 江戸川区 平成27年4月 神奈川県 二宮町 平成29年4月
東京都 八王子市 平成28年3月 神奈川県 中井町 平成29年4月
東京都 立川市 平成28年4月 神奈川県 大井町 平成29年4月
東京都 武蔵野市 平成27年10月 神奈川県 松田町 平成27年4月
東京都 三鷹市 平成28年4月 神奈川県 山北町 時期未定
東京都 青梅市 平成29年4月 神奈川県 開成町 平成29年4月
東京都 府中市 平成29年4月 神奈川県 箱根町 平成29年4月
東京都 昭島市 平成29年4月 神奈川県 真鶴町 平成29年4月
東京都 調布市 平成28年度中時期未定 神奈川県 湯河原町 平成29年4月
東京都 町田市 平成29年4月 神奈川県 愛川町 平成27年4月
東京都 小金井市 平成28年10月 神奈川県 清川村 平成27年4月
東京都 小平市 平成28年4月
東京都 日野市 平成28年4月
東京都 東村山市 平成28年4月
東京都 国分寺市 平成28年4月
東京都 国立市 平成27年4月
東京都 福生市 時期未定
東京都 狛江市 平成29年3月
東京都 東大和市 平成29年4月
東京都 清瀬市 平成29年4月
東京都 東久留米市 平成29年4月
東京都 武蔵村山市 平成28年度中時期未定

東京都 多摩市 平成28年4月
東京都 稲城市 平成27年4月
東京都 羽村市 平成29年4月
東京都 あきる野市 平成29年3月
東京都 西東京市 平成28年4月
東京都 瑞穂町 平成29年4月
東京都 日の出町 平成29年4月
東京都 檜原村 平成29年3月
東京都 奥多摩町 平成29年4月
東京都 大島町 平成29年4月
東京都 利島村 時期未定
東京都 新島村 平成29年4月
東京都 神津島村 平成29年4月
東京都 三宅村 時期未定
東京都 御蔵島村 時期未定
東京都 八丈町 平成29年4月
東京都 青ヶ島村 時期未定
東京都 小笠原村 平成29年4月

予定実施時期 予定実施時期
市町村名
（保険者名）

都道府県 都道府県
市町村名
（保険者名）
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現行との主な変更点（居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出書）

総合事業開始後の 

『居宅（介護予防）サービス計画作成依頼（変更）届出書』 

について 

○新たに「事業対象者」手続きに使用する「介護予防ケアマネジメント依頼（変更）

届出書」が新設されます。 
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現行との主な変更点（居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出書）

平成２８年４月～居宅サービス計画届出書等とサービスの関係 

○認定結果ごとの居宅サービス計画届出書等と利用可能サービス 

※要介護認定者は従来どおり変更ありません。 

※総合事業サービスは自己作成によるサービス提供はできません。 

これまで同様、必ずサービス提供前に管轄の区役所・地区健康福祉ステーショ

ンに届出書を提出してください。（未提出の場合、サービス利用料について全額

（１０割）利用者の自己負担となる場合があります。） 

○認定申請を行わずに「事業対象者」の手続きを行った場合の利用可能サービス 

（基本チェックリスト判定により事業対象者非該当）

（基本チェックリストを実施しない）

○予防給付のみ

○予防給付＋総合事業サービス
（※自己作成は不可）

○総合事業サービスのみ
（※自己作成は不可）

認定申請 認定結果
提供可能

介護サービスの種類

介護給付

総合事業サービスのみ
（※自己作成は不可）

非該当

要介護

居宅（介護予防）サービス計画作成依頼
届出書（第１７号様式）

（居宅介護支援事業所）

居宅計画等の届出種類
（居宅計画等の作成者）

居宅（介護予防）サービス計画作成依頼
届出書（第１７号様式）

（地域包括支援センターまたは
委託先　居宅介護支援事業所）

　基本チェックリスト判定結果（該当）
　　　　　　　＋
　介護予防ケアマネジメント依頼届出書

（地域包括支援センターまたは委託先居宅介護支援事業所）

認定申請

要支援

事業対象者

基本チェックリスト判定により非該当

居宅計画等の届出種類
（居宅計画等の作成者）

  基本チェックリスト判定結果（該当）
　　　　　　　＋
　介護予防ケアマネジメント依頼届出書

（地域包括支援センターまたは委託先居宅介護支援事業所）

認定申請 認定結果
提供可能

介護サービスの種類

（認定申請は行わずに）

○本人が総合事業サービスのみ
利用を希望する場合等

総合事業サービスのみ
（※自己作成は不可）

事業対象者

-P23-



現行との主な変更点（居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出書）

「事業対象者」の介護予防ケアマネジメント依頼届出書の記載例 

（基本チェックリスト実施日において 

要介護または要支援認定者でない場合） 

○記載する日付の関係 

基本チェックリスト実施日＜＝届出年月日 

▲▲▲―▲▲▲

この日付が

「事業対象者」として

の有効開始年月日に

なります。

↑

届出年月日

ここは変更の場合のみ記載
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現行との主な変更点（居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出書）

（要介護（要支援）認定者が更新申請せずに 

引き続き「事業対象者」の手続きを行う場合） 

○記載する日付の関係 

基本チェックリスト実施日＜＝届出年月日（認定有効期間終了日の翌日 1日の日付） 

※更新申請を行わずに引き続き「事業対象者」とする場合は、認定有効期間満了日ま

でに、認定有効期間終了日の翌日 1 日の日付で届出を行ってください。（認定有効期

間中の月途中から「事業対象者」となることはできません。） 

↑

届出年月日

認定有効期間満了日までに、

認定有効期間終了日翌日１日付

で提出してください。この日付

が「事業対象者」としての

有効開始年月日になります。

（例）認定有効期間が 5月 31日まである要介護（要支援）認

定者が更新申請せずに「事業対象者」の手続きを行う場合

ここは変更の場合のみ記載
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現行との主な変更点（居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出書）

（参考：認定有効期間終了日以降、「事業対象者」の手続き時に「介護

予防ケアマネジメント依頼届出書」の届出日を月 2日以降の日

付で提出された場合」 

対象：「要支援」⇒「事業対象者」  「要介護」⇒「事業対象者」 

例：4月末に有効期間終了日を向かえる要支援者が翌月 2日以降の届出日で「介護

予防ケアマネジメント依頼届出書」を提出した「事業対象者」 

要支援

●基本チェックリスト判定結果（該当）

□届出書（事業対象者用）

要支援 事業対象者

■交付（事業対象者・包括名称有）

予防給付（または総合事業サービス） 総合事業サービスのみ

この間のサービス利用は自費となる （届出書届出日以降）

被保証

利用可能
サービス

5月 ６月

手続き前の
認定有効
期間

利用
手続き

手続き後の
認定有効
期間

４月
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現行との主な変更点（居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出書）

空白のページ 
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現行との主な変更点（介護予防ケアマネジメント費）

川崎市 介護予防・日常生活支援総合事業における請求明細書と給付管理票の提出パターン 
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現行との主な変更点（介護予防ケアマネジメント費）

前ページの注（※） 

（※１）

介護予防訪問介護【61】※

※川崎市はH29年3月提供分まで利用可（H29年4月提供分以降は利用不可）

介護予防訪問入浴介護【62】

介護予防訪問看護【63】

介護予防訪問リハビリテーション【64】

介護予防通所介護【65】※

※川崎市はH29年3月提供分まで利用可（H29年4月提供分以降は利用不可）

介護予防通所リハビリテーション【66】

介護予防福祉用具貸与【67】

介護予防認知症対応型通所介護【74】

介護予防認知症対応型共同生活介護【37】

介護予防小規模多機能型居宅介護【75】

介護予防短期入所生活介護【24】

介護予防短期入所療養介護（介護保健施設）【25】

介護予防短期入所療養介護（介護療養施設等）【26】

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用型）【39】

介護予防小規模多機能型居宅介護（短期利用型）【69】

（※２）川崎市の限度額管理対象総合事業サービス

訪問型サービス（独自）【A2】＊（旧介護予防訪問介護に代わるサービス）

＊川崎市現行相当サービス・基準緩和サービスが該当

通所型サービス（独自）【A6】＊（旧介護予防通所介護に代わるサービス）

＊川崎市現行相当サービスが該当

通所型サービス（独自/定率）【A7】＊（旧介護予防通所介護に代わるサービス）

＊川崎市基準緩和サービスが該当

（※３）

住所地特例適用被保険者の介護予防ケアマネジメント費は

施設所在市町村へ請求

（請求方法を施設所在市町村に確認のうえ請求）

訪問型サービス（独自）【A2】＊（旧介護予防訪問介護に代わるサービス）

　＊川崎市現行相当サービス・基準緩和サービスが該当

通所型サービス（独自）【A6】＊（旧介護予防通所介護に代わるサービス）

　＊川崎市現行相当サービスが該当

通所型サービス（独自/定率）【A7】＊（旧介護予防通所介護に代わるサービス）

　＊川崎市基準緩和サービスが該当
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現行との主な変更点（総合事業サービスの請求）
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現行との主な変更点（総合事業サービスの請求）

空白のページ 
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総合事業開始に伴う注意点等のまとめ

２. 川崎市介護予防・日常生活支援総合事業開始

に伴う注意点等のまとめ 

-P33-



総合事業開始に伴う注意点等のまとめ

参考：要支援者の総合事業サービス利用開始時期の基本的な考

え方 

《総合事業開始に伴う要支援者の 

総合事業サービス利用開始時期の基本的な考え方》 

総合事業サービスは「要支援者」または「事業対象者」が利用できます。 

要支援者への総合事業サービス提供開始については 

『被保険者証に記載されている認定有効期間開始日に 

平成 28 年 4 月以降の日付が記載されている方』 

の認定有効期間開始日から、予防給付の訪問介護・通所介護に代わり、総合事業サー

ビスの訪問型・通所型サービスの利用となります。 

更新・新規・区分変更申請や認定結果の効力の発生は従前と変わりませんので、 

いつの提供分から総合事業サービスによる提供となるかについては、 

被保険者証に記載されている認定有効期間開始日により判断することができます。 

例１：被保険者証の認定有効開始年月日が平成 28 年 4 月 1 日の場合は、 

平成 28 年 4 月提供分から 

例２：被保険者証の認定有効開始年月日が平成 28 年 5 月 10 日の場合は、 

   平成 28 年 5 月 10 日以降の提供分から 

※サービスコードは川崎市総合事業のサービスコードでの請求になります。 

※サービスに係る国保連合会への請求、審査・支払スケジュール等は従前と同様です。 
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総合事業開始に伴う注意点等のまとめ

参考：総合事業開始後、認定状態区分が変更した場合の 

『居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出書（第 17号様式』 

『介護予防ケアマネジメント依頼届出書』提出早見表 

提出における考え方は従来どおりです。認定状態区分が変わった場合は、これまで同様、必ずサービ

ス提供前に変更後の区分に応じた様式で漏れなく提出を行ってください。 

変更前⇒変更後 認定状態区分変更後の届出書 ケアプラン作成者 

要介護⇒要支援 居宅（介護予防）計画作成依頼

届出書（第 17 号様式） 

※従前と変わりません。 

地域包括支援センター 

（または 

委託先居宅介護支援事業所） 

要支援⇒要介護 居宅（介護予防）計画作成依頼

届出書（第 17 号様式） 

※従前と変わりません。 

居宅介護支援事業所 

事業対象者⇒要支援 居宅（介護予防）計画作成依頼

届出書（第 17 号様式） 

※従前と変わりません。 

地域包括支援センター 

（または 

委託先居宅介護支援事業所） 

事業対象者⇒要介護 居宅（介護予防）計画作成依頼

届出書（第 17 号様式） 

※従前と変わりません。 

居宅介護支援事業所 

要支援⇒事業対象者 介護予防ケアマネジメント 

依頼届書（事業対象者用） 

※基本チェックリスト結果

と併せて提出 

地域包括支援センター 

（または 

委託先居宅介護支援事業所） 

要介護⇒事業対象者 介護予防ケアマネジメント 

依頼届書（事業対象者用） 

※基本チェックリスト結果

と併せて提出 

地域包括支援センター 

（または 

委託先居宅介護支援事業所） 

＊様式や届出時期等は各市町村で異なる場合があります。 
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総合事業開始に伴う注意点等のまとめ

参考：要支援者等を「事業対象者」に変更する場合の 

利点と注意点 

（注意点） 

 要支援者も総合事業サービスの利用ができるため必ずしも「事業対象者」手続きを

行う必要はありません。 

要支援者が認定更新申請を行わずに「事業対象者」手続きを行い、認定有効期間終

了後、『事業対象者』として引き続き総合事業サービスのみを利用することは可能で

すが、認定有効期間中に『事業対象者』となることはできません。 

また「事業対象者」手続き後、状態の変化等で介護給付や予防給付を利用する場合

には、改めて要介護（要支援）認定申請による要介護（要支援）認定が必要となりま

すので、ご注意ください。 

（「要支援者」等が「事業対象者」になった場合の利点と注意点） 

認定状態
区分

利用可能サービス
「事業対象者」になった

場合の利点
「事業対象者」になった
場合の注意点

要介護 介護給付のみ

○認定申請が不要なため迅速なサービ
ス利用が可能
○有効期間の終期が無いため、更新手
続きが不要

となるが、介護給付の利用ができなくな
る（自費となる）

※利用できるサービスは総合事業サー
ビスのみ

○介護給付の利用ができなくなる（自費とな
る）。
（介護給付を利用する場合は再度認定申請に
よる「要介護」認定が必要となる）

○ひと月あたりの支給限度額が要支援１相当
額になってしまう。

○要介護者として利用できる介護保険制度以
外の市単独事業サービス等の利用ができなく
なる。

要支援２

○認定申請が不要なため迅速なサービ
ス利用が可能

○有効期間の終期が無いため、更新手
続きが不要

○予防給付の利用ができなくなる（自費とな
る）。
（予防給付を利用する場合は再度認定申請に
よる「要支援」認定が必要となる）

○ひと月あたりの支給限度額が要支援１相当
額になってしまう。

○要支援者として利用できる介護保険制度以
外の市単独事業サービス等の利用ができなく
なる。

要支援１

○認定申請が不要なため迅速なサービ
ス利用が可能

○有効期間の終期が無いため、更新手
続きが不要

○ひと月あたりの支給限度額は要支援
１の場合と同じ

○予防給付の利用ができなくなる（自費とな
る）。
（予防給付を利用する場合は再度認定申請に
よる「要支援」認定が必要となる）

○要支援者として利用できる介護保険制度以
外の市単独事業サービス等の利用ができなく
なる。

○予防給付のみ

○予防給付＋総合事業サー
ビス

○総合事業サービスのみ

いずれの場合も利用可能
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『市内事業所向け』他市町村被保険者への総合事業サービスの提供

３．         『川崎市内事業所向け』 

他市町村被保険者への総合事業サービスの提供 
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『市内事業所向け』他市町村被保険者への総合事業サービスの提供

市内事業者が「他市町村の被保険者」へ総合事業サービスを 

提供する場合 

平成 28 年 4 月以降、川崎市に所在する事業所が他市町村の「要支援者」や「事業

対象者」に訪問・通所サービスを提供する場合は、その保険者市町村が総合事業を実

施しているか等により対応が変わります。 

なお、総合事業の内容、サービスコード等は保険者市町村によって異なりますので、

詳しくは各保険者市町村にお問い合わせください。 

（川崎市所在の事業所が他市町村の被保険者にサービスを提供する場合） 

YES NO

YES NO

YES NO

YES NO

被保険者証に記載されている認
定状態区分が「要支援」または
「事業対象者」か？

総合事業サービスを提供する事
業所が、その保険者市町村の総
合事業サービスの指定を受けて
いるか？

従来どおり、予防給付の訪問・通
所介護の提供（請求）を行ってく
ださい。

総合事業サービスの提供はでき
ません。
保険者市町村の総合事業サービ
スの指定を受ける必要がありま
す。

その保険者市町村の総合事業
サービスを実施し、その保険者市
町村のサービスコードで請求を
行ってください。
※川崎市の総合事業サービスの
提供はできません

従来どおり、予防給付の訪問・通
所介護の提供（請求）を行ってく
ださい。

サービス提供月がその市町村の
総合事業適用年月か？
（例　「総合事業サービスの適用が認

定有効開始年月日が○○年○月○日
以降の方から」等市町村によって異な
る）

サービス提供年月において利用
者の被保険者証に記載されてい
る保険者市町村が総合事業を実
施しているか？

総合事業サービスの提供（請求）
はできません。

総合事業適用時期、サー

ビス内容、請求方法や事

業者指定手続き等は保

険者市町村によって異

なります。

詳細は、被保険者証に

記載されている保険者

市町村にお問い合わせ

ください。
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『市内事業所向け』他市町村被保険者への総合事業サービスの提供

市内事業者が「他市町村住所地特例者」へ総合事業サービスを

提供する場合 

（「住所地特例者」とは？） 

 被保険者が、他市町村の施設に入所・入居して施設所在地に住所を変更した場合に

は、現住所地（施設所在地）の市町村ではなく、元の住所地（施設入所直前）の市町

村の介護保険被保険者となります。 

 この住所地特例の対象施設は次のとおりです。 

１．介護保険施設：介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設 

２．特定施設：有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム 

３．養護老人ホーム（老人福祉法の入所措置がとられている場合） 

 なお、地域密着型の施設は住所地特例の対象となりません。 

○川崎市の住所地特例対象施設に入所・入居している 

横浜市の住所地特例者（他市町村住所地特例者）の被保険者証の例

住所地特例対象者に対する総合事業によるサービス提供については施設所在市町

村が行い、介護予防ケアマネジメントについても施設所在市町村の地域包括支援セン

ターが行うことになります。 

 (上記、被保険者証の例の場合、総合事業のサービス提供及び介護予防ケアマネジメ

ントは川崎市の事業所及び地域包括支援センターで行います) 

横　浜　市

川崎市○○区○○○○○○

▲▲▲特別養護老人ホーム

住所地特例者の場合、

『住所』地の市町村と

『保険者』市町村が異な

ります。
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『市内事業所向け』他市町村被保険者への総合事業サービスの提供

市内事業者が「他市町村住所地特例者」への 

川崎市総合事業サービス利用の流れ（『要支援者』の場合） 

※保険者市町村が総合事業開始していなくても適用になります。 

※総合事業サービス費の請求方法は「川崎市総合事業請求事務の手引き」（28 年３月

中に川崎市のホームページに掲載予定）を参照ください。 

保険者市町村 施設所在地市町村 利用者 施設所在地（川崎市の）地域包括支援センター

（他市町村） （川崎市） （他市町村の住所地特例者） （委託先　（川崎市の）居宅介護支援事業所）

（結果：非該当者の場合）

（結果：認定者の場合）

川崎市の予防給付・総合事業サービスの利用開始

時
系
列

認定結果通知
結果：非該当

居宅（介護予防）サービス計画作

成依頼届出書（１７号様式）

写し

ケアプラン作成・

ケアマネジメントの実施

被保険者証

区分：「要支援」

包括名称印字あり

被保険者証

区分：「要支援者」

包括名称印字あり

居宅（介護予防）サービス計画作成依

頼届出書（１７号様式）

居宅（介護予防）サービス計画作成依

頼届出書（１７号様式）

認定結果通知
結果：「要支援」

被保険者証

区分：「要支援」

他市町村住所地特例者入力

負担割合証

認定申請

一次判定

二次判定

認定結果通知

被保険者証

区分：「要支援」

負担割合証

認定申請の相談
保険者市町村への

認定申請案内

認定申請

居宅（介護予防）サービス計画作

成依頼届出書（１７号様式）

原本
被保険者証

区分：「要支援」

原本

被保険者証

区分：「要支援」

被保険者証

区分：「要支援」

保険者市町村の

ルールによります。

-P40-



『市内事業所向け』他市町村被保険者への総合事業サービスの提供

市内事業者が「他市町村住所地特例者」への 

川崎市総合事業サービス利用の流れ（『事業対象者』の場合） 

※保険者市町村が総合事業開始している場合に限ります。 

※総合事業サービス費の請求方法は「川崎市総合事業請求事務の手引き」（28 年３月

中に川崎市のホームページに掲載予定）を参照ください。 

保険者市町村 施設所在地市町村 利用者 施設所在地（川崎市の）地域包括支援センター

（他市町村） （川崎市） （他市町村の住所地特例者） （委託先　（川崎市の）居宅介護支援事業所）

川崎市の総合事業サービス利用開始

平
成
２
８
年
4
月
1
日
以
降 基本チェックリスト判定

結果

介護予防ケアマネジメント

依頼届出書

他市町村住所地特例者入力

被保険者証

区分：「事業対象者」

包括名称印字あり

被保険者証

区分：「事業対象者」

包括名称印字あり

基本チェックリスト判定

結果写し

介護予防ケアマネジメ

ント依頼届出書写し
ケアマネジメントの実施

基本チェックリスト判定

結果

介護予防ケアマネジメン

ト依頼届出書

「事業対象者」の被保険者証発行のため

必ず

○「基本チェックリスト判定結果」

○「介護予防ケアマネジメント依頼届出書」

○「介護保険被保険者証」

の３点をセットで提出してください。

負担割合証

負担割合証

被保険者証

写し

被保険者証

被保険者証

相談
（保険者市町村の認定『非該当』、総

合事業サービス希望者等

基本チェックリスト実施の

案内
基本チェックリストの実施

基本チェックリスト判定

結果原本

介護予防ケアマネジメ

ント依頼届出書原本

被保険者証

原本
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『市内事業所向け』他市町村被保険者への総合事業サービスの提供

空白のページ 
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『市外事業所向け』川崎市の被保険者への総合事業サービスの提供

４．          『川崎市外事業所向け』 

川崎市の被保険者への総合事業サービスの提供 
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『市外事業所向け』川崎市の被保険者への総合事業サービスの提供

市外事業者が「川崎市の被保険者」への総合事業サービスの提

供する場合 

平成 28 年 4 月以降、川崎市外に所在する事業所が、川崎市の「要支援者」や「事

業対象者」に訪問・通所サービスを提供する場合は川崎市の総合事業サービスよる提

供になります。川崎市の総合事業サービスを提供するためには、川崎市の総合事業サ

ービスの指定を受ける必要があります。 

 ただし、平成 28 年度中（H29．3 月提供分まで）に限り、現に予防給付の訪問介護・

通所介護を利用している方が認定更新により「平成 28 年 4 月 1 日以降の認定有効開

始日」の要支援者となった場合で、提供事業者が川崎市の総合事業サービスの指定を

受けていない場合は、これまで同様、予防給付の訪問介護・通所介護の利用及び請求

を可能とします。 

（川崎市外の事業所が川崎市の被保険者にサービスを提供する場合） 

YES NO

YES（「事業対象者」の場合） YES（「要支援者」の場合） NO

YES NO

川崎市の被保険者証に記載され
ている認定状態区分が「要支援」
または「事業対象者」か？

総合事業サービスを提供する事
業所が、川崎市の総合事業サー
ビスの指定を受けているか？

川崎市の総合事業サービスの提
供及び川崎市のサービスコードで
請求を行ってください。
※サービスコード表は川崎市の
ホームページに掲載します。

認定有効開始年月日が
「平成28年4月1日以降の日付」
の方か？

総合事業サービスの提供（請求）
はできません。
川崎市の総合事業サービスの指
定を受ける必要があります。

総合事業サービスの提供（請求）
はできません。

川崎市の総合事業サービスの提
供及び川崎市のサービスコード
※で請求を行ってください。
※サービスコード表は川崎市の
ホームページに掲載します。

従来どおり予防給付の訪問・通所
介護の提供（請求）を行ってくださ
い。

（経過措置） 

平成 28年度中（H29．3月提

供分まで）に限り、現に予防

訪問介護・予防通所介護を利

用している方がいる事業所

で、川崎市の総合事業サービ

スの指定を受けていない場

合は、従来どおり、予防給付

の訪問介護・通所介護の利用

及び請求を可能とします。 

-P44-



『市外事業所向け』川崎市の被保険者への総合事業サービスの提供

市外事業者が「川崎市の住所地特例者」へ総合事業サービスを

提供する場合 

（「住所地特例者」とは？） 

 被保険者が、他市町村の施設に入所・入居して施設所在地に住所を変更した場合に

は、現住所地（施設所在地）の市町村ではなく、元の住所地（施設入所直前）の市町

村の介護保険被保険者となります。 

 この住所地特例の対象施設は次のとおりです。 

１．介護保険施設：介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設 

２．特定施設：有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム 

３．養護老人ホーム（老人福祉法の入所措置がとられている場合） 

 なお、地域密着型の施設は住所地特例の対象となりません。 

○横浜市の対象施設に入所・入居している 

川崎市の住所地特例者の被保険者証の例 

住所地特例対象者に対する総合事業によるサービス提供については施設所在市町

村が行い、介護予防ケアマネジメントについても施設所在市町村の地域包括支援セン

ターが行うことになります。 

  (上記、被保険者証の例の場合、総合事業のサービス提供及び介護予防ケアマネジ

メントは横浜市の事業所及び地域包括支援センターで行います) 

横浜市○○区○○○○○○

■■■特別養護老人ホーム

川　崎　市

住所地特例者の場合、

『住所』地の市町村と

『保険者』市町村が異な

ります。
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『市外事業所向け』川崎市の被保険者への総合事業サービスの提供

市外事業者が「川崎市の住所地特例者」への 

総合事業サービス利用の流れ（『要支援者』の場合） 

※施設所在地の市町村が総合事業を開始していない場合は、総

合事業サービスの提供はできません。（従来どおり、予防給付の

訪問介護・通所介護の利用になります。） 

※総合事業サービス費の請求方法は「川崎市総合事業請求事務の手引き」（28 年３月

中に川崎市のホームページに掲載予定）を参照ください。（施設所在地保険者が設

定するサービスコードで請求になります）。 

保険者市町村 施設所在地市町村 利用者 施設所在地（他市町村の）地域包括支援センター

（川崎市） （他市町村） （川崎市の住所地特例者） （委託先　（他市町村の）居宅介護支援事業所）

（結果：非該当者の場合）

（結果：認定者の場合）

他市町村の予防給付・総合事業サービスの利用開始

時
系
列

認定結果通知
結果：非該当

居宅（介護予防）サービス計画作

成依頼届出書写し

ケアプラン作成・

ケアマネジメントの実施

被保険者証
区分：「要支援」

包括名称印字あり

被保険者証
区分：「要支援者」

認定結果通知
結果：「要支援」

被保険者証

区分：「要支援」

負担割合証

認定申請

一次判定

二次判定

認定結果通知

被保険者証

区分：「要支援」

負担割合証

認定申請の相談保険者市町村への認定

認定申請

居宅（介護予防）サービス計画作

成依頼届出書原本

被保険者証

区分：「要支援」

原本

被保険者証

区分：「要支援」

写し

依頼届出書入力

「居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出書」の提出方法等は、施設所在地市町村のルールに

よって異なります。

総合事業サービスも施設所在地市町村の実施するサービス内容になります。
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『市外事業所向け』川崎市の被保険者への総合事業サービスの提供

市外事業者が「川崎市の住所地特例者」への 

総合事業サービス利用の流れ（『事業対象者』の場合） 

※施設所在地市町村が総合事業を開始している場合に限ります。 

※総合事業サービス費の請求方法は「川崎市総合事業請求事務の手引き」（28 年３月

中に川崎市のホームページに掲載予定）を参照ください。（施設所在地保険者が設

定するサービスコードで請求になります）。 

保険者市町村 施設所在地市町村 利用者 施設所在地（他市町村の）地域包括支援センター

（川崎市） （他市町村） （川崎市の住所地特例者） （委託先　（他市町村の）居宅介護支援事業所）

他市町村の総合事業サービス利用開始

平
成
２
８
年
4
月
1
日
以
降

被保険者証

区分：「事業対象者」

包括名称印字あり

被保険者証

区分：「事業対象者」

包括名称印字あり

基本チェックリスト判定

結果写し

介護予防ケアマネジメ

ント依頼届出書写し

負担割合証

負担割合証

被保険者証

写し

基本チェックリスト判定

結果原本

介護予防ケアマネジメ

ント依頼届出書原本

被保険者証

原本

基本チェックリスト結果入力

依頼届出書入力

利用者からの相談窓口や基本チェックリストの実施方法、

「介護予防ケアマネジメント依頼届出書」の提出方法等は、

施設所在地市町村のルールによって異なります。

総合事業サービスも施設所在地市町村が実施するサービス内容になります。
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『市外事業所向け』川崎市の被保険者への総合事業サービスの提供

空白のページ 
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開始に向けた準備

５．     川崎市総合事業開始に向けた準備 
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開始に向けた準備（地域包括支援センター）

地域包括支援センター 
準備（3月まで） 準備内容 確認方法 

『介護予防ケアマネジメ

ント費入力ソフト』の導

入・操作確認（国保連合会

提供） 

ソフトのインストール

は完了していますか？ 

国保連合会提供の『介護予防ケア

マネジメント費入力ソフト』は 28

年２月下旬に川崎市から各地域包

括支援センターに配布します。 

⇒詳細は「介護予防ケアマネジメ

ント費請求の手引き」を参照くだ

さい。（２月地域包括支援センター

向け説明会時の配布物） 

川崎市総合事業サービス

コード単位数表マスタの

取り込み（ソフトやシステ

ムで管理している場合） 

現在利用している市販

のソフトやシステムに

川崎市総合事業サービ

スコード単位数表マス

タの取り込みは完了し

ていますか？ 

28 年３月上旬に川崎市のホームペ

ージに「川崎市総合事業サービス

コード単位数表マスタ」をアップ

します。 

総合事業対応状況やマスタ取込方

法は、利用しているソフト購入業

者やシステム開発業者にお問い合

わせください。 

3 月～4月以降 準備内容 確認方法 

利用者の確認 訪問・通所介護を利用し

ている要支援者で認定

有効期間開始日が平成

28年4月以降のとなる方

はいませんか？ 

平成 28 年 4 月以降、予防訪問介

護・予防通所介護は、認定有効期

間開始日から、川崎市総合事業サ

ービスの提供になります。 

 例 1：認定更新等により「認定有

効期間開始年月日」が平成 28 年 4

月 1日となった方は平成 28年 4月

提供分から総合事業サービスの利

用（それまでは予防給付の利用） 

 例 2：認定更新等により「認定有

効期間開始年月日」が平成 28 年 5

月 1日となった方は平成 28年 5月

提供分から総合事業サービスの利

用（それまでは予防給付の利用） 
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開始に向けた準備（地域包括支援センター）

3月～4月以降 準備内容 確認方法 

利用者との契約内容 契約書等の内容は総合

事業に対応しています

か？ 

 契約書等の記載内容が予防給付

のみが対象となっている場合な

ど、川崎市総合事業サービスの提

供開始月から契約書の記載内容の

修正が必要な場合があります。 

⇒詳細は「介護予防ケアマネジメ

ント事務の手引き」を参照くださ

い。（28 年３月中に川崎市 HP にア

ップ予定） 

4 月以降 準備内容 確認方法 

介護予防ケアマネジメン

ト費の請求 

請求方法は正しく行わ

れていますか？ 

 28 年 5 月審査分（4 月提供月）

以降、提供月の利用内容によって 

○介護予防支援費 

 ⇒従来どおり国保連へ請求 

○介護予防ケアマネジメント費 

 ⇒『介護予防ケアマネジメント

費入力ソフト』を利用して川崎市

に請求になります。 

 なお、給付管理票の提出は従来

どおり国保連合会へ送付します。 

⇒詳細は「介護予防ケアマネジメ

ント費請求の手引き」を参照くだ

さい。（28年２月地域包括支援セン

ター向け説明会時の配布物） 
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開始に向けた準備（サービス提供事業所）

サービス提供事業所 
準備（3月まで） 準備内容 確認方法 

請求ソフトの確認 現在利用している請求

ソフトは総合事業に対

応していますか？ 

対応状況や取込方法は、利用してい

るソフトやシステム開発業者にお

問い合わせください。 

川崎市総合事業サービス

コード単位数表マスタの

取り込み（ソフトやシステ

ムで管理している場合） 

現在利用しているソフ

トやシステムに川崎市

総合事業サービスコー

ド単位数表マスタの取

り込みは完了していま

すか？ 

28 年３月上旬に川崎市のホームペ

ージに「川崎市総合事業サービスコ

ード単位数表マスタ」をアップしま

す。 

総合事業対応状況やマスタ取込方

法は、利用しているソフトやシステ

ム開発業者にお問い合わせくださ

い。 

定款・運営規程の確認 定款等の内容は総合事

業に対応しています

か？ 

定款等の記載内容が予防給付のみ

が対象となっている場合等、記載内

容の修正が必要な場合があります。

⇒詳細は「事業者指定の手引き」を

参照ください（28 年３月中に川崎

市 HP にアップ予定）。 

3 月～4月以降 準備内容 確認方法 

利用者の確認 訪問・通所介護を利用し

ている要支援者で認定

有効期間開始日が平成

28年4月以降のとなる方

はいませんか？ 

平成 28年 4 月以降、予防訪問介護・

予防通所介護は、認定有効期間開始

日から、川崎市総合事業サービスの

提供になります。 

 例 1：認定更新等により「認定有

効期間開始年月日」が平成 28 年 4

月 1日となった方は平成 28 年 4 月

提供分から総合事業サービスの利

用（それまでは予防給付の利用） 

 例 2：認定更新等により「認定有

効期間開始年月日」が平成 28 年 5

月 1日となった方は平成 28 年 5 月

提供分から総合事業サービスの利

用（それまでは予防給付の利用） 
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開始に向けた準備（サービス提供事業所）

4月以降 準備内容 確認方法 

利用者との契約内容 契約書の内容は総合事

業に対応しています

か？ 

 契約書の記載内容が予防給付の

みが対象となっている場合など、川

崎市総合事業サービスの提供開始

月から契約書の記載内容の修正が

必要な場合があります。 

⇒詳細は「事業者指定の手引き」を

参照ください（28 年３月中に川崎

市 HP にアップ予定）。

サービス費の請求 請求方法は正しく行わ

れていますか？ 

総合事業サービスも従来どおり

国保連合会に請求となりますが、 

総合事業サービスは、 

国保連合会への請求様式「様式二の

三（識別番号は「71R1」）を使用し

ます。また「川崎市総合事業サービ

スコード」による請求になります。

なお、請求データは、介護給付費と

は別ファイルとなりますのでご注

意ください。 

データ種別＝７１Ｒ 

○総合事業費請求書情報 

様式番号＝第一の二 

（識別番号は７１１３） 

○総合事業費請求明細書情報 

様式番号＝第二の三 

（識別番号は７１Ｒ１） 

⇒詳細は「川崎市総合事業請求事務

の手引き」を参照してください（28

年３月中に川崎市 HP にアップ予

定）。 
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開始に向けた準備

空白のページ 
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認定申請と総合事業サービスの関係

６     認定申請と総合事業サービスの関係 
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認定申請と総合事業サービスの関係

認定結果と総合事業サービス利用パターン 

総合事業サービスは要支援者及び事業対象者が利用できます。 

ここでは、認定申請による認定結果と総合事業サービスの関係についての各パターン

を記載します。 

《総合事業開始に伴う要支援者の 

総合事業サービス利用開始時期の基本的な考え方》 

総合事業サービスは「要支援者」または「事業対象者」が利用できます。 

要支援者への総合事業サービス提供開始については 

『被保険者証に記載されている認定有効期間開始日に 

平成 28 年 4 月以降の日付が記載されている方』 

の認定有効期間開始日から、予防給付の訪問介護・通所介護に代わり、総合事業サー

ビスの訪問型・通所型サービスの利用となります。 

更新・新規・区分変更申請や認定結果の効力の発生は従前と変わりませんので、 

いつの提供分から総合事業サービスによる提供となるかについては、 

被保険者証に記載されている認定有効期間開始日により判断することができます。 

例１：被保険者証の認定有効開始年月日が平成 28 年 4 月 1 日の場合は、 

平成 28 年 4 月提供分から 

例２：被保険者証の認定有効開始年月日が平成 28 年 5 月 10 日の場合は、 

   平成 28 年 5 月 10 日以降の提供分から 

※サービスコードは川崎市総合事業のサービスコードでの請求になります。 

※サービスに係る国保連合会への請求、審査・支払スケジュール等は従前と同様です。 
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認定申請と総合事業サービスの関係

各パターン目次 

＊各パターンにおける「届出書」とは「居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出書」または「介護予防ケアマネジメント

依頼届出書」を指します。 

P５８・・・（更新申請により認定結果が『要支援』と認定された 

認定有効期間開始日が平成 28 年 4 月以降の要支援者） 

P６０・・・（平成 28年 4 月以降、更新申請により認定結果が『非該当』の場合） 

P６１・・・（更新申請により認定結果が『要介護』と認定された 

認定有効期間開始日が平成 28 年 4 月以降の要介護者） 

P６２・・・（平成 28年 4 月以降に新規認定申請を行い、 

認定結果が『要支援』の場合） 

P６３・・・（平成 28年 4 月以降に新規認定申請を行い、 

認定結果が『非該当』の場合） 

P６４・・・（認定申請中に暫定プランで予防給付または総合事業サービスを利用し、

認定結果が『要支援』の場合） 

P６５・・・（認定申請中に暫定プラン等で認定結果前に介護給付等を利用し、 

認定結果が『非該当』の場合） 

P６６・・・（「事業対象者」が認定申請を行い、認定結果が『要支援』の場合） 

P６７・・・（「事業対象者」が認定申請を行い、認定結果が『要介護』の場合） 

P６８・・・（「事業対象者」が認定申請を行い、認定結果が『非該当』の場合） 

P６９・・・（「区分変更申請」があった場合の取り扱いについて） 

P７０・・・（要支援者等が更新申請をせずに「事業対象者」となる場合） 
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認定申請と総合事業サービスの関係

（更新申請により認定結果が『要支援』と認定された 

認定有効期間開始日が平成 28年 4 月以降の要支援者） 

対象：要支援⇒要支援   

例：平成 28 年 5 月末で有効期間が終了し認定更新により 6月から引き続き要支援 

○要支援者も総合事業サービスを利用できるため、「事業対象者」の手続きは不要。 

○更新申請等により認定有効期間開始日が平成 28 年 4 月以降の日付となった「要支

援者」から従来の「介護予防訪問介護」または「介護予防通所介護」に代わり、総

合事業による「訪問型サービス」または「通所型サービス」の利用（請求）となり

ます。 

○予防給付の「訪問介護」または「通所介護」の利用（請求）については、平成 28

年度中の要支援認定有効期間終了日までは「予防給付」を利用（請求）。 

○この場合、従前どおり居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出書はケアプラン

作成者に変更がない限り提出の必要はありません。 

※直近では 28 年 3 月末日で認定有効期間が終了し、更新申請等により 28 年 4 月 1 日

の要支援認定有効期間を有している利用者から予防給付の「介護予防訪問介護」ま

たは「介護予防通所介護」に代わる本市総合事業の「訪問型サービス」または「通

所型サービス」の利用（請求）となります（請求コードが変わります）。 

※「認定有効開始年月日が 28 年 3 月以前の要支援者」の認定有効期間は最大で 1 年

間であるため、有効期間が 29 年 3 月末の方の更新により 29 年 4 月提供分以降すべ

ての要支援者の予防給付の「介護予防訪問介護」または「介護予防通所介護」が本

市総合事業の「訪問型サービス」または「通所型サービス」の利用（請求）となり

ます。 

□届出書（第１７号様式）※ ○更新申請 ●認定結果（要支援）

※既に居宅届出

提出されているものと仮定

要支援 5月末で認定有効期間が終了→更新 要支援

■交付（要支援・包括名称有）

予防給付（認定有効開始年月日が28年3月以前の利用者）のみ 予防給付または総合事業サービス 更新後から

総合事業サービスコード

６月

認定有効
期間

利用
手続き

４月 5月

被保証

利用可能
サービス

従来

どおり
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認定申請と総合事業サービスの関係

（前ページから続く） 

対象：要介護⇒要支援 

例：平成 28 年 5 月末で有効期間が終了し認定更新により 6月から要支援 

○要支援者も総合事業サービスを利用できるため、「事業対象者」の手続きは不要。 

○総合事業サービスは自己作成によるサービス提供はできません。 

これまで同様、必ずサービス提供前に管轄の区役所・地区健康福祉ステーション

に届出書を提出してください。（未提出の場合、サービス利用料について全額 

（１０割）利用者の自己負担となる場合があります。） 

※総合事業サービスを利用せず、予防給付のみ利用の場合は、従来どおり「自己作成」

による予防給付の提供（請求）は可能です。 

□届出書（第１７号様式）※ ○更新申請 　　　　　　　　　　　　　　　●認定結果（要支援） □届出書（第１７号様式）

※既に居宅届出

提出されているものと仮定

要介護 5月末で認定有効期間が終了→更新 要支援

■交付（要支援・居宅名称有） ■交付（要支援・包括名称有）

介護給付 　　　　　予防給付または総合事業サービス 更新後から

総合事業サービスコード

６月

利用
手続き

5月

認定有効
期間

被保証

利用可能
サービス

４月

提供前の提出漏れに

ご注意ください。

従来

どおり
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認定申請と総合事業サービスの関係

（平成 28年 4月以降、更新申請により認定結果が 

『非該当』の場合） 

対象：「要支援⇒非該当」  「要介護⇒非該当」 

例：平成 28 年 5 月末で有効期間が終了し認定更新により認定「非該当」、 

本人からの相談により基本チェックリスト該当 

○「非該当」の結果通知後、利用者の相談（任意）により地域包括支援センターで基

本チェックリストを実施。 

※「非該当」の結果通知日を遡及して「事業対象者」の手続きを行うことはできませ

ん。 

○基本チェックリストにより該当となる場合は、「事業対象者」手続きを行うことで

総合事業サービスのみ利用（請求）可能となります。 

□届出書（第１７号様式）※ ○更新申請 ●基本チェックリスト判定結果（該当）

※既に居宅届出 ●認定結果（非該当）

提出されているものと仮定 ◇事業対象者手続き案内文

□届出書（事業対象者用）

要支援 事業対象者

■交付（非該当） ■交付（事業対象者・包括名称有）

予防給付（認定有効開始年月日が28年3月以前の利用者）のみ 総合事業サービスのみ

（届出書届出日以降）

６月４月 5月

利用
手続き

認定有効
期間

被保証

利用可能
サービス
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認定申請と総合事業サービスの関係

（更新申請により認定結果が『要介護』と認定された 

認定有効期間開始日が平成 28年 4 月以降の要介護者） 

対象：「要支援⇒要介護」  「要介護⇒要介護」 

例：平成 28 年 5 月末で有効期間が終了し認定更新により 6月から要介護 

○この場合は、総合事業サービスの利用は発生しませんので、従前の取り扱いと同様

となります。

□届出書（第１７号様式）※ ○更新申請 　　　　　　　　　　　　　　　●認定結果（要介護） □届出書（第１７号様式）

※既に居宅届出

提出されているものと仮定

要支援 5月末で認定有効期間が終了→更新 要介護

■交付（要介護・包括名称有） ■交付（要介護・居宅名称有）

予防給付 介護給付

６月5月４月

利用
手続き

認定有効
期間

被保証

利用可能
サービス
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認定申請と総合事業サービスの関係

（平成 28年 4月以降に新規認定申請を行い、 

認定結果が『要支援』の場合） 

対象：新規申請⇒要支援   

例：平成 28 年 4 月に認定申請を行い 5月に認定結果が要支援 

○要支援者も総合事業サービスを利用できるため、「事業対象者」の手続きは不要。 

○総合事業サービスは自己作成によるサービス提供はできません。 

これまで同様、必ずサービス提供前に管轄の区役所・地区健康福祉ステーション

に届出書を提出してください。（未提出の場合、サービス利用料について全額 

（１０割）利用者の自己負担となる場合があります。） 

※総合事業サービスを利用せず、予防給付のみ利用の場合は、従来どおり「自己作成」

による予防給付の提供（請求）は可能です。 

＜居宅サービス計画作成依頼等届出書とサービスの関係＞ 

なお、平成 28 年 4 月以降の新規認定申請を行い結果が『要介護』となった方につ

いては従前の取り扱いと同様になります。 

○認定申請 ●認定結果（要支援） □届出書（第１７号様式）

■交付（要支援） ■交付（要支援・包括名称有）

予防給付または総合事業サービス

（届出書届出日以降）

４月 5月 ６月

利用
手続き

利用可能
サービス

被保証

認定申請 認定結果
居宅計画等の届出種類
（居宅計画等の作成者）

提供可能
介護サービスの種類

○予防給付のみ

○予防給付＋総合事業サービス
（※自己作成は不可）

○総合事業サービスのみ
（※自己作成は不可）

要支援

居宅（介護予防）サービス計画作成依頼
届出書（第１７号様式）

（地域包括支援センターまたは
委託先　居宅介護支援事業所）

新規認定申請
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認定申請と総合事業サービスの関係

（平成 28年 4月以降に新規認定申請を行い、 

認定結果が『非該当』の場合） 

対象：新規申請⇒非該当   

例：平成 28 年 4 月に認定申請を行い 5月に認定結果が非該当となり、 

  本人からの相談により基本チェックリスト該当 

○「非該当」の結果通知後、利用者の相談（任意）により地域包括支援センターで基

本チェックリストを実施。 

※「非該当」の結果通知日を遡及して「事業対象者」の手続きを行うことはできませ

ん。 

○基本チェックリストにより該当となる場合は、「事業対象者」手続きを行うことで

総合事業サービスのみ利用（請求）可能となります。 

＜居宅サービス計画作成依頼等届出書とサービスの関係＞ 

○認定申請 ●基本チェックリスト判定結果（該当）

●認定結果（非該当）

◇事業対象者手続き案内文

□届出書（事業対象者用）

■交付（非該当） ■交付（事業対象者・包括名称有）

総合事業サービスのみ

（届出書届出日以降）

４月 5月 ６月

利用
手続き

利用可能
サービス

被保証

（基本チェックリスト判定により事業対象者非該当）

（基本チェックリストを実施しない）

新規認定申請

認定申請 認定結果
居宅計画等の届出種類
（居宅計画等の作成者）

提供可能
介護サービスの種類

非該当

　基本チェックリスト判定結果（該当）
　　　　　　　＋
　介護予防ケアマネジメント依頼届出書

（地域包括支援センターまたは委託先居宅介護支援事業所）

総合事業サービスのみ
（※自己作成は不可）

事業対象者
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認定申請と総合事業サービスの関係

（認定申請中に暫定プランで予防給付または総合事業サービス

を利用し、認定結果が『要支援』の場合） 

対象：各種申請中に暫定プラン等によるサービス提供を行い結果が要支援 

例：平成 28 年 4 月に新規申請を行い暫定プランによりサービス利用を行い 

5 月に認定結果が要支援 

○要支援者も総合事業サービスを利用できるため、「事業対象者」の手続きは不要。 

○サービス利用前に居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出書（暫定プラン）を

提出してください（国保連合会への請求は従来どおり認定結果後になります）。 

○総合事業サービスは自己作成によるサービス提供はできません。 

これまで同様、必ずサービス提供前に管轄の区役所・地区健康福祉ステーション

に届出書を提出してください。（未提出の場合、サービス利用料について全額 

（１０割）利用者の自己負担となる場合があります。） 

※総合事業サービスを利用せず、予防給付のみ利用の場合は、従来どおり「自己作成」

による予防給付の提供（請求）は可能です。 

＜居宅サービス計画作成依頼等届出書とサービスの関係＞ 

○認定申請 □暫定プラン ●認定結果（要支援）

■交付（要支援・包括名称有）

予防給付または総合事業サービス※ただし、国保連合会への請求は、認定結果が出た翌月以降（暫定プランによる請求は従来どおり）

（届出書開始日以降）

４月 5月 ６月

利用
手続き

被保証

利用可能
サービス

認定結果

認定結果後の
介護サービスの提供種類

認定結果前の介護サービスの提供種類

居宅計画等の届出種類
（居宅計画等の作成者）

居宅（介護予防）サービス計画作成依頼
届出書（第１７号様式）

（地域包括支援センターまたは
委託先　居宅介護支援事業所）

認定申請

○予防給付のみ

○予防給付＋総合事業サービス
（※自己作成は不可）

○総合事業サービスのみ
（※自己作成は不可）

要支援

要支援認定決定日までは、暫定プランにより
○予防給付のみ
○予防給付＋総合事業サービス
○総合事業サービスのみ
の利用が可能

認定申請
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認定申請と総合事業サービスの関係

（認定申請中に暫定プラン等で介護給付等を利用し、 

認定結果が『非該当』の場合） 

対象：各種申請中に暫定プラン等によるサービス提供を行い結果が非該当 

例：平成 28 年 4 月に新規申請を行い 5月に認定結果が非該当となり、 

  本人からの相談により基本チェックリスト該当 

○「非該当」の結果通知後、利用者の相談（任意）により地域包括支援センターで基

本チェックリストを実施。 

※「非該当」の結果通知日を遡及して「事業対象者」の手続きを行うことはできませ

ん。 

○基本チェックリストにより該当となる場合は、「事業対象者」手続きを行うことで

総合事業サービスのみ利用（請求）可能となります。 

※介護給付利用または予防給付のみの利用の場合は、従来どおり「自己作成」による

提供（請求）は可能です（総合事業サービスは自己作成による提供はできません）。 

○認定申請 □暫定プラン ●基本チェックリスト判定結果（該当）

●認定結果（非該当）

◇事業対象者手続き案内文

□届出書（事業対象者用）

■交付（非該当） ■交付（事業対象者・包括名称有）

介護給付→自費 総合事業サービスのみ

（届出書開始日以降） この間のサービス利用は自費 （届出書届出日以降）

5月 ６月

利用
手続き

被保証

利用可能
サービス

４月
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認定申請と総合事業サービスの関係

（「事業対象者」が認定申請を行い、 

認定結果が『要支援』の場合） 

対象：「事業対象者」⇒「要支援」 

例：「事業対象者」が認定申請を行い認定結果が要支援 

○「事業対象者」が認定申請を行う場合は、必ず「介護予防ケアマネジメント終了届

出書」を提出のうえ、認定申請を行ってください。 

○認定申請中にサービスを利用する場合は、従来どおり暫定プランによるサービス利

用となりますので、サービス利用前に居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出

書（暫定プラン）を提出してください。（国保連合会への請求は従来どおり認定結

果後になります。） 

事業対象者

              ○認定申請 ●認定結果（要支援） □届出書(第１７号様式）

　　　□介護予防ケアマネジメント依頼終了届出書

要支援

■交付（要支援） ■交付（要支援・包括名称有）

総合事業サービスのみ 予防給付または総合事業サービス

（届出書開始日以降）

６月

手続き前の
認定有効
期間

利用
手続き

手続き後の
認定有効
期間

被保証

４月 5月

利用可能
サービス
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認定申請と総合事業サービスの関係

（「事業対象者」が認定申請を行い、 

認定結果が『要介護』の場合） 

対象：「事業対象者」⇒「要介護」 

例：「事業対象者」が認定申請を行い認定結果が要介護 

○「事業対象者」が認定申請を行う場合は、必ず「介護予防ケアマネジメント終了届

出書」を提出のうえ、認定申請を行ってください。 

○認定申請中にサービスを利用する場合は、従来どおり暫定プランによるサービス利

用となりますので、サービス利用前に居宅（介護予防）サービス計画作成依頼届出

書（暫定プラン）を提出してください。（国保連合会への請求は従来どおり認定結

果後になります。） 

事業対象者

              ○認定申請 ●認定結果（要介護） □届出書(第１７号様式）

　　　□介護予防ケアマネジメント依頼終了届出書

要介護

■交付（要介護） ■交付（要介護・居宅名称有）

総合事業サービスのみ 介護給付のみ

（届出書開始日以降）

４月 5月 ６月

手続き前の
認定有効
期間

利用
手続き

手続き後の
認定有効
期間

被保証

利用可能
サービス
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認定申請と総合事業サービスの関係

（「事業対象者」が認定申請を行い、 

認定結果が『非該当』の場合） 

対象：「事業対象者」⇒「認定申請」⇒「非該当」 

例：「事業対象者」が認定申請を行ったが結果が「非該当」となり、 

  本人からの相談により基本チェックリスト該当 

○「事業対象者」が認定申請を行う場合は、必ず「介護予防ケアマネジメント終了届

出書」を提出のうえ、認定申請を行ってください。 

○事業対象者が認定申請の結果「非該当」となった場合で、利用者の相談（任意）に

より再度「事業対象者」として総合事業サービスのみを利用する場合は、地域包括

支援センターで改めて本人の状態等を確認のうえ、基本チェックリストの実施等の

「事業対象者」手続きが必要となります。 

※「非該当」の結果通知日を遡及して「事業対象者」の手続きを行うことはできませ

ん。 

事業対象者

　　　　　○認定申請 ●基本チェックリスト判定結果（該当）

　　　　　　　　　□介護予防ケアマネジメント依頼終了届出書 　●認定結果（非該当）

◇事業対象者手続き案内文

　　　　□届出書（事業対象者用）

事業対象者

■交付（非該当） ■交付（事業対象者・包括名称有）

総合事業サービスのみ 総合事業サービスのみ

　　　　　　この間のサービス利用は自費 （届出書届出日以降）

手続き前の
認定有効
期間

利用
手続き

手続き後の
認定有効
期間

被保証

利用可能
サービス

４月 5月 ６月
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認定申請と総合事業サービスの関係

（「区分変更申請」があった場合の取り扱いについて） 

要介護者や要支援者が区分変更申請を行った場合の認定結果の効力は従前どおり

変更はありません。 

 総合事業サービスの開始時期については、P56《総合事業開始に伴う要支援者の 

総合事業サービス利用開始時期の基本的な考え方》のとおり区分変更結果後の 

「認定有効期間開始日」により判断してください。 
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認定申請と総合事業サービスの関係

要支援者等が認定更新せずに「事業対象者」になる場合 

総合事業開始に伴い、新たに要支援の認定有効期間開始日が平成 28 年 4 月以降の

日付となる方から順次、予防給付の「予防訪問介護」「予防通所介護」は本市総合事

業サービスの「訪問型サービス」「通所型サービス」の利用に切り替わります。 

要支援者についても、「要支援者」としてそのまま総合事業サービスが利用できる

ため必ずしも「事業対象者」手続きは必要ありません。 

 ただし、「事業対象者」は、要介護（要支援）認定申請と異なり訪問調査や認定審

査会を経ずに「基本チェックリストによる判定」と「介護予防ケアマネジメント依頼

届出書」の提出により総合事業サービスのみの利用が可能となり、かつ「事業対象者」

は有効期間終了日の設定が無く更新手続きも不要となることから、 

たとえば 

要支援者で 

○当面、本市総合事業サービスの「訪問型サービス」または「通所型サービス」（予

防訪問介護・予防通所介護相当のサービス）のみの利用が見込まれる 

○１か月あたりの支給限度額は 5,003 単位（約 6万円）以内となることが今後も見込

まれる。 

○要支援者であることが条件となっている介護保険以外の何らかのサービス（川崎市

の事業等）を利用していなく、今後も利用する予定がない。 

○本人も希望、理解している。 

などの場合は、「事業対象者」の手続きを行い、当面、総合事業サービスのみを利用

することも、今後の選択肢のひとつとなります。 

ただし、認定申請と「事業対象者」手続きを同時に行うことはできませんので、認

定申請を行うか、「事業対象者」手続きを行うか、いずれかを選択する必要がありま

す。 

ここでは、要支援または要介護認定をお持ちの方が、認定有効期間終了に併せて「事 

業対象者」となる場合の手続きパターンを記載します。 
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認定申請と総合事業サービスの関係

要支援者を「事業対象者」とする場合の手続き場合は、既にお持ちの認定有効期間

終了日の翌日 1日の日付の届出日を記載のうえ、介護予防ケアマネジメント依頼届出

書を提出してください。（認定有効期間中の月途中に「事業対象者」になることはで

きません。） 

（要支援者等が認定有効期間終了年月日後、引き続き総合事業サービス

のみを利用するために「事業対象者」となる場合） 

対象：「要支援」⇒「事業対象者」  「要介護」⇒「事業対象者」 

例：4 月末に有効期間終了日を迎える要支援者が引き続き総合事業サービスのみを

利用する「事業対象者」 

○認定有効期間終了日の翌日１日から、引き続き総合事業サービスのみ利用するため

「事業対象者」手続きを行う場合は、認定有効期間満了日の１か月前から満了日ま

での間に基本チェックリストを実施のうえ、認定有効期間終了日までに手続きを行

ってください。 

 （この例の場合は、４月１日以降に基本チェックリストを実施し、４月末までに「事

業対象者」手続きを行うこととなります」 

○「事業対象者」手続きを行う場合は、認定更新申請はできません。また、認定更新

申請と同時、または認定申請中の場合、「事業対象者」手続きはできません。 

※本マニュアル P14、P25 に関連 

要介護

●基本チェックリスト判定結果（該当）

□届出書←「事業対象者」とする月の1日付の届出を行う

要介護 事業対象者

■交付（事業対象者・包括名称有）←5月１日から総合事業サービスのみの利用

介護給付のみ 総合事業サービスのみ

（届出書開始日以降）←1日付けで提出

被保証

利用可能
サービス

６月

手続き前の
認定有効

期間

利用
手続き

手続き後の
認定有効

期間

４月 5月
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認定申請と総合事業サービスの関係

（参考：認定有効期間終了日以降、「事業対象者」の手続き時に「介護

予防ケアマネジメント依頼届出書」の届出日を月 2日以降の日

付で提出された場合」 

対象：「要支援」⇒「事業対象者」  「要介護」⇒「事業対象者」 

例：4月末に有効期間終了日を迎える要支援者が翌月 2日以降の届出日で「介護予

防ケアマネジメント依頼届出書」を提出した「事業対象者」 

要支援

●基本チェックリスト判定結果（該当）

□届出書（事業対象者用）

要支援 事業対象者

■交付（事業対象者・包括名称有）

予防給付（または総合事業サービス） 総合事業サービスのみ

この間のサービス利用は自費となる （届出書届出日以降）

被保証

利用可能
サービス

5月 ６月

手続き前の
認定有効
期間

利用
手続き

手続き後の
認定有効
期間

４月

-P72-



参考：国の Q&A の抜粋

（参考）総合事業 国のＱ＆Ａ抜粋 
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参考：国の Q&A の抜粋

「事業対象者」関連・・・・・・・・・・・・・Ｐ７５

「介護予防ケアマネジメント」関連・・・・・・Ｐ８４

「サービス利用・請求」関連・・・・・・・・・Ｐ８８
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参考：国の Q&A の抜粋

（「事業対象者」関係） 
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参考：国の Q&A の抜粋
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参考：国の Q&A の抜粋
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参考：国の Q&A の抜粋
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参考：国の Q&A の抜粋
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参考：国の Q&A の抜粋
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参考：国の Q&A の抜粋
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参考：国の Q&A の抜粋
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参考：国の Q&A の抜粋
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参考：国の Q&A の抜粋

（「介護予防ケアマネジメント」関係） 
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参考：国の Q&A の抜粋
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参考：国の Q&A の抜粋
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参考：国の Q&A の抜粋
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参考：国の Q&A の抜粋

（サービス利用・請求関係） 
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参考：国の Q&A の抜粋
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